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１．はじめに
 日本全体において木材生産が減少する中、1990年代から丸太輸入も総体的減少があり、日本
の製材工場は変革を余儀なくされている。特に、環境・森林資源問題に起因する昨今の世界情
勢下では、各国が天然林の伐採の規制や熱帯雨林の保護を謳っており、それに伴って丸太の確
保が困難となっていることが一つの要因である。
 このような状況下で、米材１）と南洋材２）の輸入量が減少する中、３大外材のひとつである
北洋材３）は他材種とは異なる需給の動きを見せている。その供給地であるロシア（シベリ
ア・極東）は距離的にも日本と接近しており対外貿易もやりやすいといえることがまず考えら
れる。現にロシアは、経済自由化・対外経済開放に伴い、外貨獲得を主眼として丸太輸出を増
加させている。また、1990年代中期以降、極東・東シベリア地域で合弁企業も含め、製材工場
の建設が増加し、製材品の輸出も増加している。ただし、最近の日本では、中国での需要増等
によって丸太輸入は頭打ち横ばいに推移し、逆に製材品の輸入が増加傾向にある。
 次に日本国内での北洋材丸太の用途をみると、従来はその多くが製材向けであったが、合板
原料の針葉樹化によって、合板向けが増えている。以前の合板原料は熱帯産広葉樹丸太が主流
であったのだが、原木消費量の推移からみても明らかなように、年々南洋材は激減し、代わり
に針葉樹材、特に北洋材の割合が顕著に増加していることが統計上読み取れる。
 これらより、日本において北洋材に対する視点の変革が起こりつつある。現に東北・四国・
山陰・九州地方では北洋材丸太と製材品輸入量をともに増やしている。これは地域別における
各大規模合板工場での大幅な需要増が構造的変化の要因であると推測される。逆に以前より北
洋材丸太の輸入量では筆頭的存在であった北海道、富山県、中でも新潟県の凋落が激しくなっ
ている。
 本論文では、北洋材丸太輸入の減少し、一方では北洋材製材品輸入の増加により新潟県の北
洋材製材工場はどのような対策をとり、また今後の展開はどうなっていくのかという問題を県
内にある製材工場を面接調査することにより、分析していくことにする。
山形大学紀要（社会科学）第４1巻第２号
― 22 ―
２．ロシアの森林資源と製材工場
 まず、北洋材供給地について若干説明しておく必要があることから、以下に述べていくこと
にする。
　（１）ロシアの森林資源
 ロシアは8億5100万haという、日本と比して約35倍の広大な森林面積を誇り、２位のブラジ
ル、３位のカナダを大幅に引き離している。また、北方に位置しているため、閉鎖林の約7割
は針葉樹林で占められている。そして、熱帯林でみられるような、森林破壊による森林面積の
減少、蓄積の減少といった事態は生じていないことが挙げられる。しかし一方では、成熟林、
特に経済的価値の高い針葉樹成熟林の減少という形で、森林資源内容の劣化が生じるという問
題が徐々に深刻さを帯びてきている。日本と交易が深い極東地域は、カラマツ、エゾマツ、ト
ドマツの資源が相対的に劣化している。この地域の中で内陸部分であるサハ共和国では、森林
火災などの自然攪乱の影響により、また、沿海地方やサハリン州では森林開発の影響で成熟林
が消失・搾取されている現状にある。
　（２）極東を中心とした林産業の概況
 ロシアの中でも極東地域は、他地域への原木供給基地として位置づけられ、高次加工施設へ
の投資がほとんど行われてこなかった経緯がある。その結果として国営林産企業の民営化がう
まく機能しなかったことが挙げられる。旧ソ連時代、国営林産企業は国家の指令のもとで生産
活動を行い、資本主義のもとで必要とされる企業経営能力を形成してこなかった。そのため、
民営化されたといっても、経営能力をもたない経営者がそのまま居座り、単に株式が発行され、
資産の名義変更が行われたにすぎない事例が多かった。一方、新しく設立された企業も、その
多くは旧国営企業の良好な生産施設・資産を拝借し、旧経営者層が設立したものであった。ま
た、旧経営者層以外の人々によって設立された企業も、流通・輸出の利ざや稼ぎに終始するも
のが多く、新たな生産活動の地平を切り開くものではなかったのである。つまり、旧ボス層に
よる経営私物化と食いつぶしが横行したことにより、林産物の市場経済システムが成り立たな
かったといえる。したがってその影響もあって、極東地域では現在も細々とした企業が林立し、
その多くの生産施設が老朽化し、さらに頼みの綱である投資が慢性的不足状況にあるのである。
　（３）極東の製材工場を取り巻く現況
 極東地域では、木材収穫が主として輸送路に沿って集中的に行われる傾向が強く、また森林
の利用を改善する行政システム上の奨励、あるいは罰則がほとんどなく、立木伐採手数料等が
非常に安くなっているため、格好の伐採地として位置付けられている。特に、人口過密な南部
地方では、大面積皆伐が増加していることにより過剰に開発されている状況にある。主として
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針葉樹林が利用されるため、残るのは広葉樹林か低潅木程度である。伐採地域に捨てられる廃
材量も非常に増加しており、それらが虫害、病気、そして山火事の増加をもたらす要因となっ
ているのも事実である。それに加えて、環境にもたらす影響も考慮に入れなければならない。
それは、木材収穫用の重機の利用によって、山岳地帯や永久凍土地帯でエロージョンが発生し、
さらには木の天然更新がなくなってしまう危険性が高まるということである。
 これらの問題が総合的に直撃されるのは、巨大な製材工場である。操業しているからには製
材しなければならないし、周辺の森林資源が枯渇してしまえば、遠くから木材を搬出してこな
ければならずコストは計り知れない。製品の供給者として板ばさみに陥った経営がなされてい
る。
 以上、ロシア、特に極東地域の状況を述べたが、実際に日本の北洋材需給量について以下に
述べていくことにする。
３．北洋材丸太需給関係
　（１）北洋材丸太・製材品輸入量の推移
 わが国の国民１人当たりが１年間に消費する木材の量は、ピークであった昭和４8年の1.07㎥
から、平成1４年には0.69㎥にまで減少した。こうした事実により、国産材だけでなく、外材の
使用量も減っていることがわかる。特に、安価な外材丸太であっても減少の一途をたどり、国
内がデフレであるためさらに情勢は厳しくなっている。しかし、その現況下において三大外材
の１つである北洋材は、丸太輸入量において急な増加もなければ、その減少もなく比較的安定
した地位にある（表－１）。一方では、丸太輸入量総数に占める北洋材丸太輸入量の割合は、
最近8年でみても堅調に増加している。平成9年度より上記割合は絶対的多数を占めるように
なっており、今後も日本にとって中核をなす外材であると考えられる。
（表－１）主な丸太の輸入量と北洋材製材品の推移（Ｈ8～Ｈ15）（千㎥）
Ｈ8 Ｈ9 Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15
総 数 21,336 20,407 15,190 16,551 15,949 13,914 12,663 12,639
米 材 7,036 5,756 4,719 4,799 4,783 4,194 3,922 3,830
南 洋 材 5,588 5,321 3,291 3,411 3,032 2,082 1,994 1,761
北 洋 材 5,422 6,137 4,720 6,061 5,605 5,292 4,746 5,098
N Z 材 2,135 1,983 1,870 1,609 1,843 1,649 1,468 1,481
北 洋 材 割 合 25.4% 30.1% 31.1% 36.6% 35.1% 38.0% 37.5% 40.3%
北洋材製材品 407 523 310 459 559 602 694 827
資料：林野庁（2004）森林・林業白書Ｈ15年度を基に作成。
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 次に北洋材製材品についてみてみると、明白な事実がある。丸太の場合は割合の増加である
が、製材品はそのものの輸入量が増加しているということである。ロシアは製材するための設
備が十分に整っているとは言い難い状況にあると数年前までは公表されていたが、大手商社な
どが現地において合弁企業を設立し、重機や製材機を積極的に導入している状況にある。その
結果、製材の生産性が向上したため、統計にも反映されたと考えられる。なお、製材品輸入量
が落ち込んだ平成10年度は、ロシア内のインフレを沈静化させるため紙幣のデノミネーション
を実行したことによって、ルーブルが暴落し、経済混乱が起きた年である。これ以後は、ロシ
ア側が輸出増基調体制へと向かうことになる。
（２）地域別北洋材丸太・製材品入荷量の推移
 北洋材丸太の港別入荷量は、ロシアとの海運の便がよい北海道、東北（日本海側）、北陸が
大幅なシェアを占めている。これらの地域では古くから木材団地を形成し、北洋材を専門に取
り扱った製材工場が港湾沿いに数多く設立されていた。北洋材針葉樹丸太の入荷のピークは
1977年の約8,000千㎥であり、三大外材の中では南洋材（同年約22,000千㎥）、米材（約
12,000千㎥）にやや水があげられた状態にあった。この頃は、南洋材は合板向けに、米材は住
宅の構造材向けに、北洋材が構造材及び羽柄材向けにというように外材加工の一種の棲み分け
状態にあった。地域別では、北海道・首都圏が南洋材、東海・近畿が米材、新潟・富山が北洋
材入荷の寡占構図となっていた。
 しかし、時代の変遷に伴い、森林伐採規制が敷かれたことなどから、南洋材丸太と米材丸太
は激減してしまい、代わって現在では上述のように北洋材が丸太入荷量としては一歩抜け出し
ている。ただし、これは日本での総入荷量についてであり、地域ごとにどう変化しているかを
みると意外性に富むものとなっている。
（表－２）北洋材丸太地域別入荷量（単位：千㎥）
Ｈ7 Ｈ8 Ｈ9 Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15
北 海 道 957 1,027 1,056 717 974 974 779 558 635
東 北 1,354 1,462 1,642 1,429 1,848 1,561 1,591 1,402 1,624
関 東 27 7 9 - - 4 1 - 1
北 陸 2,300 2,135 2,338 1,686 2,035 1,715 1,700 1,561 1,556
東 海 171 147 175 135 185 149 154 133 109
近 畿 433 371 423 309 369 349 308 286 253
山 陽 41 44 53 24 49 37 46 44 44
山 陰 53 44 149 175 224 338 364 434 419
四 国 31 69 124 96 144 157 158 152 233
九 州 97 142 164 180 252 229 194 168 213
合 計 5,464 5,448 6,134 4,761 6,096 5,512 5,295 4,739 5,087
資料：日本木材総合情報センター内部資料を基に算出。百㎥単位は四捨五入した。
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 まず、丸太の入荷地域が新潟・富山が含まれる北陸から東北や山陰、四国、九州へと量がシ
フトしていっている（表－２）。特に東北の伸びが著しく、中でも岩手が271千㎥、宮城が577
千㎥というように過去最大の入荷量になり、以前から丸太入荷量が多く1980年代には低迷して
いた秋田も４20千㎥の入荷量で過去最大になった。一方で入荷量減の甚だしい地域が新潟と富
山であり、それぞれ186千㎥、903千㎥（Ｈ15）で、入荷量が最大であった時よりおのおの90％
減、50％減となってしまった（いずれのデータも日本木材総合情報センターの資料、五十年の
あゆみ統計に基づく）。背景として考えられるのは、北洋材針葉樹が合板に向けられるように
なったことが変化要因の１つであると推測されうる。以下の表－３からでもわかるように年を
下るごとに南洋材が不振になった一方で、北洋材は上昇基調であることがうかがえる。特に東
北地方では合板メーカーの大手セイホクグループが、北洋カラマツを主体とし、低ホルムアル
デヒド系接着剤を使用して丸太獲得のシェアを伸ばしてきていることが言えよう。
（表－３）針葉樹原木消費量の推移と北洋材使用割合（単位：千㎥）
針葉樹材 北洋材
割合年度 北洋 NZ 米 北欧 アフリカ 国産 計 南洋
Ｈ5 357 218 103 － 0 14 692 6,969 5%
Ｈ10 1,109 384 20 － 69 40 1,622 3,258 23%
Ｈ15 2,047 556 － － 59 189 2,851 1,618 46%
資料：日本合板工業組合連合会ホームページより作成。http://www.jpma.jp/produce/index.html
   （200４年10月12日）
 一方、現地挽き製材品の推移はどうなっているのかをみると、全国的に増加傾向にあること
がうかがえる（表－４）。製材品入荷量の顕著な増加地域というのは、丸太入荷量が減少ある
いは無しの所であり、新潟県と富山県、そして神奈川県の伸びが大きい。
（表－４）主要都道府県別北洋材丸太及び製材品入荷量の推移（単位：千㎥）
Ｈ１
丸太／製材品
Ｈ5
丸太／製材品
Ｈ10
丸太／製材品
Ｈ15
丸太／製材品
北 海 道 728 0 718 3 717 2 635 28
山 形 県 459 0 444 8 308 11 157 17
新 潟 県 659 21 550 35 393 32 186 190
富 山 県 1,554 81 1,434 91 888 75 903 154
神 奈 川 県 - 55 - 75 - 111 - 160
京 都 府 412 16 503 11 268 12 215 22
兵 庫 県 - 8 2 - - 7 - 2
福 岡 県 - - 13 - 35 7 2 12
全 国 合 計 5,242 262 4,985 275 4,761 295 5,086 761
資料：日本木材総合情報センター内部資料を基に作成。百㎥単位は四捨五入した。
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 このようにみると、全体として丸太から挽く北洋材製材業は縮小していかざるを得ない状況
になるのではないかと考えられる。この詳細は新潟県の北洋材製材工場の事例からみてみるこ
とにする。
４．新潟県北洋材製材工場の現状と調査事例
　（１）県内の北洋材製材工場の現状
 現在、新潟県内の北洋材を取り扱っている製材工場は158（平成1４年度データ）あり、２位
の富山県10４を大きく引き離し、全国１位の数となっている。そして、下越に４0、中越に83、
上越に21、佐渡に1４ある。その総取扱量は263千㎥であり、そのうち下越の取扱量は1４6千㎥と
なっており比較的大規模な製材工場で占められていると推測できる。逆に他の場所は小規模零
細型製材工場であると統計上読み取れる。
 現在小規模零細な製材工場が次々と廃業に追いやられ、さらに1990年代初頭に中古機械のロ
シアへの輸出などがあったことからますます淘汰されている状況である。
 一方、大規模製材工場においても、隣県の富山県との製材品競合が存在する。富山県は商社
との結びつきが強く、北洋材の取引において優位な立場になっていることが挙げられる。新潟
県ではかつてから商社とは結びつきがあまりないことにより、業界内上層部の動きに対して把
握できていない。それゆえ、そこに情報の乖離があり、富山県内の大規模製材工場とは性格が
異なっている。
 では、以下に平成15年8月から12月の間に面接調査等を行った４つの製材工場の事例につい
て述べていくことにしたい。
（２）調査事例１　㈱後藤製材所
１）企業の概要
 後藤製材所は、190４年創業で、初めは新潟県村松町からスギの買い付けをして製材しており、
1960年代から外材（米マツ、米ツガ、北洋材）へシフトすることにより規模拡大がなされた。
北洋材の取扱いは、1965年よりスタートする。その後、ほぼスプルース（エゾマツ）を挽いて
いたが、ソ連でのペレストロイカ、さらにはソ連の崩壊、ロシア連邦への移行などといった一
連の混乱から北洋材の入荷量が減少したことから原料を米材にシフトさせ、柱等の正角類を挽
くようになった。しかし、1990年代に入り北洋材の入荷量が増加傾向を示す中で、また、他の
樹種と比べての割安感から再び北洋材を挽くようになった。
 当時は大割りをする帯鋸（人力による送材車）と小割りをする丸鋸を使い、一本一本の丸太
を見て、どのような製品を生産するのかを決めてきた。このころの外材丸太は概して大径級で
あったため、また、在来工法住宅及び和室の需要が多かったことから、主力商品の貫、垂木な
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どのほか、鴨居、敷居、回り縁など高価格の製品が生産され、さらには合板に代替される野地
板もあったことから歩留まりも高く、70％程度であった。1972年には5４名の従業員、一日の丸
太投入量は11～1４㎥で、従業員数は最大であった。
 1980年代に入ると生産性向上のために全自動送材車、ギャングリッパー、プレーナーを導入
し、１日あたりの投入量は約４0㎥に増えたことから従業員数は30名程度にまで減少した。さら
に、2002年には製材機をコンピュータ制御にしたことにより、丸太投入量は約80㎥に増加し、
現在の従業員数である7名にまで削減した。しかし、この間に機械化、丸太の径級の低下、要
求される製品の単純化（貫、垂木などへの集中化）により、歩留まりは大幅に低下し、現在で
は50％程度となっている。この要因は、機械化によって約10％、丸太の小径木化によって３～
5％、製品の単純化によって３～5％程度となっている。
 なお、この工場の動力規模は230kwと製材工場区分では大規模層の下から中規模層の上程度
に位置づけされる。
２）原料調達
 北洋材丸太の調達方法は、一貫して外材原木問屋より購入している。原木問屋を経由する利
点は、丸太の径級がある程度揃った形で手に入ることや、丸太の選別作業の負担を軽減するこ
とができるなどである。このため、コストは若干上乗せされてしまうが、問屋に任せるのが一
番良いという見方を示していた。北洋材丸太の投入量は平成6年度から平成15年度までの間、
一月あたり2,000㎥である。一方で、北洋材原盤の投入量は、平成9年度から取り扱い始め、
当初の80㎥／月から平成15年度には330㎥／月と、４倍を超える量となっている。このように
してみると、原盤を使うことで生産量は増加傾向に向かうのではないかと考えられる。
 最近の10年の平均では樹種でみるとアカマツ5割、スプルース２割、カラマツ３割で、アカ
マツ優位で推移している。アカマツが半分を占めるようになったのは、極東地方の伐採地が北
上したことでスプルースの資源が減少し、カラマツが多くなったものの、1990年代に入っての
合板原料の針葉樹化で、カラマツが合板原料に向けられているという事情があり、このため製
材原料が東シベリアからのアカマツに依存せざるをえなくなっているためである。また、丸太
価格の影響によって、どの樹種を挽けばよいかという選択しなければならない状況にもある４）。
３）製品の生産と販売
 生産される製品の種類は貫が6割、桟木３割、垂木１割になっている。以前は垂木の比率が
今より高かったが、最近は製品で垂木が入るため、生産比率は低下している。丸太からの生産
はリングバーカーで剥皮を行った後、コンピュータ制御の帯鋸で大割りされ、その後、全自動
のギャングリッパーで貫、垂木などに製品化され、必要に応じてプレーナー加工される。また
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生産された製品も全自動の結束機にかけられ、出荷の荷姿になる。
 製品の販売は、ほとんどが王子木材、十条木材、江間忠木材といった問屋に向けられている。
販売手数料が20％程度かかるが、クレーム処理等を含め、小売としての面倒な作業を省くこと
ができる利点がある。流通先は新潟県３割で、その他、隣県の福島・長野・山形と宮城、埼玉、
東京の大消費地に向けられる。大消費地である首都圏については、商社の力が強い富山県から
くる製材品との競合がある。一方ではロシアからの現地挽きの土木用材が18,000円程度で輸入
されており、これに取って代わる傾向にあるようだ。
４）現状と展開
 品確法5）の制定で、柱、梁、土台などは乾燥材化6）、集成材7）化が進んでいるが、貫、垂
木などはそこまで進んでいない。この貫、垂木といった羽柄材は乾燥管理を厳密にしないと割
れやくるいが生じたりして商品価値を失ってしまう事態になりかねない。乾燥は集成材まで加
工することを前提とすれば必要であるが、少ない資本ではかなり無理があるし、製品価格の安
い北洋材工場などは導入が困難であるという意見をもっていた。
 また、廃材対策では、おがくずをきのこ栽培のため㈱一正蒲鉾に、皮を肥料や敷き藁材、そ
して端材はチップ化にして出荷している。以前はチップを㈱北越製紙に依頼していたが、収集
内容が、針葉樹チップから広葉樹チップへと変えたことにより取引がなくなってしまった。こ
れらの廃材リサイクル作業は確かに手間がかかるが、廃材利用をすることにより、環境保護に
対して取り組みがなされているという事例が成立しているし、工場内の掃除がそのまま中間収
入のもととなるわけだから無駄のない循環型運営になっていると言え、今後のアピールポイン
トともなりえる。
　（３）調査事例２　㈱上越木材興業
１）企業の概要
 ㈱上越木材興業は1916年の創業で、現在の会社名は19４6年につけられた。この頃は専ら製材
業を営んでおり、国産のスギやマツを地元の大工向けに挽いていた。1960年より北洋材の取扱
いがなされ、丸太は富山から輸送されてきていた。そして、建材を卸すことや、小売業と住宅
建設業を兼ねるようになった。ただ、建設業は周囲の大工との摩擦が発生することを避けるた
めに、若干時期を遅らせて開始させたようである。1962年には直江津港に北洋材が荷揚げされ、
径級が３ｍ～４ｍにもなる大きいスプルースをメインに製材し、その6年後から併せて米材も
挽きはじめるようになった。だが、日本市場において米材製品に対して㈱中国木材が席巻した
ことから撤退を余儀なくなってしまった。近時、米材平角製材の取りやめを行い、完全に北洋
材のみの製材となった。
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 現在は、原盤から製材する工場、原木から製材する工場に合わせて30名、事務、建材、住宅
部門に30名の総勢60名で経営している。保有機械は、ツインソー２台、往復挽き１台、ギャン
グリッパー３台、チッパー１台、そして原盤用砕割機１台であり、総出力規模は5４0kwになり、
大規模工場に分類される。
２）原料調達
 丸太の投入量は、2,800㎥／月で、アカマツ9割、スプルース１割とあとわずかではあるが、
小径材カラマツも投入している。原盤投入量は800㎥であり、そのほとんどがアカマツである。
この企業では、輸入業も行っているので、原木や半製品の買い付けの面では問屋の役目も担っ
ている。だが、海外から直接に輸入がなされているわけではなく、住友林業・伊藤忠・江間
忠・トーメンなどといった商社経由での買い付けになっている。なお、アカマツ丸太は直径平
均2４cmで、原盤は幅が18cmから22cmのものを使用している。それぞれの歩留まりは50％と80％
であり、年間の製品生産量は20,000㎥になる。
３）製品の生産と販売
 製品の内訳は、9割が垂木で、残りが胴縁や小物になっている。上越地方の垂木は米材やス
ギで造られていることが多いことからこの地方での需要があまり見込めないため、北洋材垂木
は8割が関東に向けられる。個々の製品の呼び名は統一されているものの、客の要望によって
寸法が異なるため、それに応じた供給体制をつくる必要がある。そこで、木材センターとして
の機能をもって、これに対処している。
 また、製品の乾燥に係わって30～35㎥の容積の乾燥設備を所有しているが、容積の４0％を満
たす注文があった場合にのみ使用されるとのことである。品確法への対応策はまず乾燥にあり
という考えは持っているようである。
 一方、米材の販売量は年間約30,000㎥になり、米マツは建築用材に、米ツガは輸出梱包材と
して販売されている。販売先は新潟２～３割、富山、石川、長野、中国へそれぞれ輸送されて
いる。
４）現状と展開
 上越の北洋材製材工場は21あり、そのほとんどが10人以下、特に5人以下の零細工場となっ
ている中、上越木材興業は問屋から小売まで経営することで流通の簡素化を図っているため大
規模化が進行できえている。特に、製材部門では北洋材専門製材工場として機能しており、直
江津港へ入ってくる北洋材丸太の大部分を取得している状況である。
 廃材処理も自社で行っており、端材はチップ化して日本製紙、中越パルプへ、おがくずは長
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野県でのエノキ栽培のために向けられ、皮は肥料や土壌改良剤として利用されている。ただし、
最近は皮で製造する肥料などは活性炭に代替されるようになり、また、半製品から挽くのであ
れば皮の処理を考える必要がないため、盤挽きが増えるにつれて皮処理にかけるコストは無く
なっていく。
 昨今のロシア側は、完成品で日本に出したいとの気運が高まってきているため、現行の丸太
輸入、さらには半製品での輸入量も縮小する見込みである。日本からは、過去いくつもの企業
が合弁に向けた動きを展開してきたものの成功事例は数少なかった。このような中でもここで
は将来合弁を考えてもよいという姿勢であった。これは、完成品のみの輸入になってしまうの
であれば、こちらから積極的に極東に進出するべきとの考えのもとであろう。
　（４）調査事例３　㈱丸紅ランバー
１）企業の概要
 ㈱丸紅ランバーは、1988年に丸紅の100％出資で設立した子会社である。本社は新潟東港に
あり、その他事業所が山形県酒田と、三重県松坂の２箇所で総社員が約60名で組織されている。
営業内容は、国産材を用いたプレカット事業、北洋材製材業、米材販売業になっている。国産
材は、三重県松坂からメインに供給され、その他として吉野スギや秋田スギをプレカット向け
に本社以外の各事業所に配分している。酒田事業所では、カラマツ原木から製材することが主
だったが、製品の需要の伸び悩みから200４年の秋に廃止し、完全にプレカットのみに移行した。
 本社では、プレナーギャング３台、横バンド１台、２面ギャングリッパ－＆チッパーを所有
している。また、動力規模は約300kwで、さらに２箇所の事業所の分を加えればかなりの大規
模製材工場と言える。
 なお、剥皮用のバーカーを所有しているとのことだが、完全に盤挽きをしているためこれが
必要ないにも関わらず保存している。その理由はロシア側が買い取りに興味があるようで、値
段次第では売却をすることも示唆していた。
２）原料調達
 199４年あたりでは、スプルース原木を挽いていたのだが、アテ材が多く、しかもその供給源
であるハバロフスク州や沿海地方で資源が枯渇したため、徐々にアカマツへ変わらざるをえな
かった。ちなみに、スプルースを挽いていた頃は、3,000㎥／月の投入量で、1,700～1,800㎥
／月の生産量をあげていた。今では100％アカマツの盤を挽いているが、アカマツに関しても
針葉樹合板に向けられることが多くなりつつあるため、原料の価格が上昇していくだろうとい
う見込みをもっていた。
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３）製品の生産と販売
 すべて盤挽きで行っているため当然歩留まりは高く、1,600～1,700㎥／月の投入量に対して、
1,500㎥／月の生産量をあげることができている。製品は垂木が8割を占め、残りが胴縁、間
縁である。製品の出荷先は、大部分が関東に製品問屋、商社系列を通して輸送される。関東向
けの多くは、プレカット工場やハウスメーカー、そして直売りがなされる所に搬送されるとい
うことである。また県内には、大工や工務店に直接行き渡ることが多い。
 さらに、製品を挽くだけでなく、完成品を購入して小売を行っている。量としては微々たる
ものだが、貫や間柱をそのまま商品として売っているとのことである。自社製材品とロシアの
完成品では、後者の方が価格は10～15％安いことから、採算面で良い結果を出せるため選択し
ているのであろう。
４）現状と展開
 この企業では、製材業50％、問屋業50％で現在運営されており、今後どちらかの比重を極端
にアップさせることはないそうである。これは、業種を狭めればリスクが高くなりうるからで
あろう。問屋などは中間業者であり、今後ますます淘汰の波がくるであろうとの考えから、製
材業と問屋業の両方の機能を底上げていきたい考えであった。
 製材廃材処理は、以前新潟東港付属の焼却施設を利用していたが、ダイオキシン規制法の改
正により機能停止してしまったため、後述するカネ三に委託して処理している。なお、おがく
ずは牛舎の敷き藁材として、また長イモを箱詰めする際に入れるために向けられ、チップは日
本製紙に向けられる。その他、スチールバンド廃材は鉄のリサイクルのため回収されている。
 ロシアへの投資は行っていないが、今後は本社の方で動きがあるのではないかと見込みで
あった。
　（5）調査事例４　㈱カネ三
１）企業の概要
 ㈱カネ三は、新潟東港に本社を置き、営業内容としては、土木・木材資材製造販売、プレ
カット加工・一般建築（建設業を除く）、産業廃棄物中間処理業、産業廃棄物収集運搬業、一
般廃棄物処理業がある8）。従業員数は70名弱で、製材部門に20名、プレカット加工に6名、
そして残りが営業部門となっている。製造部門は本社製材工場、プレカット加工工場（ラン
バーテック）が新潟東港にあり、この他、新潟市内材木町に尻江商店工場がある。本社工場、
尻江商店とも動力規模はそれぞれ300kwであり、大規模工場といえる。
 本社工場では丸太からの製材は行っておらず、半製品（盤）から製材している。ここでも以
前は丸太だけから生産していたが、1996年頃から丸太と半製品を併用し、2000年からは半製品
山形大学紀要（社会科学）第４1巻第２号
― 32 ―
だけを利用している。これに対して尻江商店では丸太からの製品生産を行っている。本社工場
では以前使っていた大割用の帯鋸機械を今でも保存してあるが、記念として所有している意味
であって、これから使うことはないそうである。なお本社工場の機械設備はギャングリッパー
３台、モールダー１台、産廃処理用のチッパー３台となっている。本社工場の土場は一万坪を
誇り、在庫能力は9,000㎥であり、材種・樹種別に区分けされた製品が整然と積まれている。
なおプレカット工場では主に本社工場での製品が使われ、特殊な注文に応じる場合には尻江商
店の製品を使っている。
 また、土木・木材資材の販売としては、原木販売（商社からの購入材）、輸入完成品の販売
なども行っている。さらに、産業廃棄物中間処理業も行い、自社工場のみならず他社工場の廃
材を回収してチップ化し、紙パルプ企業への販売も行っている。
２）原料調達
 以前、北洋材丸太を使っていた際、樹種はカラマツ、アカマツの順であったが、1990年代の
後半にはカラマツからアカマツへとシフトしてきた。現在はアカマツの半完成品が95％以上を
占めている。原料の丸太から半製品への移行は歩留まりの低下が背景としてあり、丸太からの
製材加工ではうまみがないという考えであった。これに対し半製品からであれば歩留まりは
90％になる。また、剥離した後の樹皮の処理も問題にならない。
 また、カネ三は90年代初めにウラジオストクに合弁製材工場を設立したが、当時は治安の悪
いときでもあり、これに対処するため工場の周りに強固な柵を設けて、厳重な警備を行わざる
を得ず出費がかさみ経営は長続きしなかった。199４年には撤退し、現在に至っている。この頃
からの現地企業との付き合いから、半製品および完成品の輸入は商社を介在させず、現地企業
から直接輸入している。
３）製材品の生産と販売
 １ヶ月の製品販売量は5,000㎥程度であるが、このうち２工場での生産は3,800㎥、この他に
工場に委託して生産してもらっている賃挽きが300㎥であり、さらに直輸入の製品が加わる。
ロシアからは間柱300㎥、根太など600㎥を輸入している。従来は土台も入れていたが、ヒノキ、
ヒバにおされて、需要は減退している。中国からは木製ドア、貫、測量用の杭などを含め5コ
ンテナ／月を入れている。また、木製ドアは5万円で輸入し販売している。この他、ヨーロッ
パからも間柱を１コンテナ／月輸入している。なお、工場での生産品目は垂木70％、胴縁20％、
根太・間柱10％となり、垂木生産量が圧倒的に多い。
 また、乾燥設備はあるが、容量が少ないこともあって現在ではほとんど使っておらず、熱処
理の必要な輸出梱包材を処理するだけである。なお、容量が8～9㎥であるのに対して費用が
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処理量が少なくても１回稼働させると25万円かかるため、羽柄材では使えないのが実情である。
製品の販売はトーメン木材、丸紅ランバーなど商社系列の木材企業を通すほか、市売市場のナ
イス㈱などへも出すが、委託ではなく買い取りで行っている。出荷圏は300km圏内であり、特
に関東圏、近畿圏、この他に山形県、仙台市がある。なお、新潟県内に向けられるものは少な
い。
 このように製品に関して、ほとんどが県外に流れていっているが、2002年より一部（４00
㎥）を県内の大手ホームセンターである株式会社コメリとホームセンタームサシに販売してい
る。これはリフォームなどに使われる木材が、従来の木材の流通機構とは異なり、ホームセン
ターから大工工務店やリフォーム業者に流れるようになり始めたためである。これについては
今のところうまみはないが、将来を見越した経営展開を考えているようだ。
４）現状と展開
 この企業では以前ロシアと提携を得て、ウラジオストクに合弁企業を設立していた経緯があ
る。ロシアは森林の確保場所として世界中から注目されており、特に資金が潤沢なアメリカの
商社などはかなり積極的に合弁企業を設立させている。だが、カネ三ではロシアへはもう二度
と進出しない見解を示している。その背景としては、供給量が不安定であることや、現地の治
安の悪さが影響しているようだ。
 また、最近では以下の考えを打ち出している。まずは、日本で北洋材製材品の競合が起きて
いる富山県への対抗策として、富山より先に中国、欧州の新たな製品ルートを開拓しようと試
みている。特に、有用な木の資源が乏しい中国は、製品の需要が多いため、マーケットが見込
めるターゲットであると考えている。そして、北洋材に関しては、半製品の輸入量を今後20％
程度減少させて、完全な製品を増やす方向である見込みであるという。さらに、問屋への展開
も視野に入れている。
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 以上４つの事例をまとめ、次のとおり表－5に示すことにする。
（表－５）新潟県内の北洋材を取り扱っている製材工場の調査結果
後藤製材所 上越木材興業 丸紅ランバー カネ三
投 入 量 1700㎥／月 2,800㎥／月 1,600㎥／月 4,200㎥／月
盤 挽 割 合 20% 30% 100% 100%
樹 種
アカマツ　　50%
カラマツ　　30%
スプルース　20%
アカマツ　　　90%
スプルース　　10%
小径カラマツ　若干
アカマツ　100% アカマツ　95%
動 力 規 模 230kw 540kw 300kw 300kw
生 産 量 1,300㎥／月 1,700㎥／月 1,500㎥／月 3,800㎥／月
経 営 内 容
製材業、原木問屋 製 材 業 、 木 材 セ ン
ター、商社経由の輸
入業、米材販売
製材業、米材販売問
屋、国産プレカット
事業、商社経由の輸
入業
製材業、原木販売、
製 品 販 売 業 、 プ レ
カット事業、製品直
輸入、産業廃棄物処
理、小売業（ホーム
センター）
生 産 品 目
貫　　60%
桟木　30%
垂木　10%
垂木　90%
胴縁　若干
垂木　70～80%
胴縁　若干　　
間縁　若干　　
垂木　70%
胴縁　20%
根太　5%
間柱　5%
乾 燥 設 備 なし あり　30～35㎥ なし あり　8～9㎥
製 品
販 売 先
新潟　30%　　　
東北地方　　　　
関東（主に東京）
ほぼ関東 ほぼ関東 関東近畿
廃 材 処 理
大鋸屑：キノコ栽培
（一正蒲鉾）
皮：肥料
大鋸屑：エノキ栽培
（長野県へ）
皮：土壌改良剤
端材：日本製紙
　　　中越パルプ
大鋸屑：牛舎の敷き
藁、長いもを箱詰め
する時に使用
端材：日本製紙
自社にある廃材処理
施設で処理
ロ シ ア 合 弁
へ の 見 方 なし
これから合弁しても
よい考えであった。 本社（丸紅）次第
ウラジオストクに合
弁企業設立していた
が、頓挫。
資料：面接調査を基に著者作成。
5．考察
（１）県内の北洋材製材工場が抱える問題
１）針葉樹合板に向けられる原木が多くなり、価格が上昇したこと
 北洋材針葉樹合板の需要の高まりから、カラマツを主体とする合板が多く造られるように
なった。そのため、製材に向けられる原木が減少するとともに、原木の価格の上昇がみられて
いる。さらに、合板を造るためのカラマツ原木が、一気に小径木化したことにより、合板分野
でも質の良いアカマツ原木を使い出したことから、アカマツの単価も今後上がっていくだろう
との見通しがある。その状況になれば、この樹種を主に挽いている新潟県内の北洋材製材工場
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は採算面で非常に大きな不利益を受けることが考えられる。
２）中国市場の成長が著しく、質の悪い北洋材や製品を買い占めるようになったこと
 北洋材市場は日本だけでなく、他の国との間にもあり、獲得競争が激しくなっている。その
中で、昨今では、中国特需が台頭している。一軒一軒が大規模な新規着工の数が増えるに従い、
内装材の需要が高まるのはもちろん、低質な土木用材の需要も連動して上昇しているのである。
つまり、森林資源の乏しい中国では自給できないため、国境を接するロシアとの木材貿易によ
りまかなうという風潮が次第に北洋材市場での中国の地位を向上させたとの見方ができるので
ある。ロシア側としても、北洋材原木の規格、北洋材製材品の質を重視する日本市場に比べて、
低質原木で買い取ってくれる中国の方が大量に供給できる格好の場所として考えられているの
も確かである。
３）ロシア側の設備、技術が良くなり、完成品で輸出する傾向にあること
 極東での生産能率が向上したおかげで、日本向け規格に適合するような割り物などを生産す
ることが可能になった。ただし、ロシア国内での製材品の需要はヨーロッパロシアで多く、極
東では限りなく少ないため、専ら日本に向けられることになる。ここに、日本の製材工場との
競合があり、北洋材製材工場である後藤製材所や上越木材興業では、価格競争においてロシア
完成製品と格差がみられている。その背景には日本の歩留まり主義から１㎥の丸太容積から生
産される製品の量の割合が減ったことによることと関連する部分があるが、大きな違いは製材
品の乾燥にあるだろう。品確法により、製材品は乾燥が必須条件となりつつある近年の情勢に
おいては、グリーン製品よりもＫＤ製品がもてはやされるのは言うまでもない。ロシアではＫ
Ｄ設備が次第に整ったことで、乾燥された製品が安価で日本に向けられるシステムが構築され
ている状況にある。ロシア側から丸太ではなく半製品を、半製品ではなく完成品をといった一
連の流れになっていることは、製材業のみで経営していくことの難しさを露呈したものであろ
う。
（２）県内の北洋材製材工場の今後の展開
１）北洋材専門製材工場では、残存者利益を獲得するために現状維持
 後藤製材所がこれに当たり、零細北洋材製材工場が次々と淘汰されている状況の中で、次第
に１工場当たりの取扱量が増えていくことを待って残存者利益を獲得するという工場運営であ
る。しかし、製材品のほとんどを羽柄材が占めることから、新規住宅着工数に強く依存される
状況にあるため、現状のまま今後推移していけば潜在的需要者の掘り起こしに結びつけうる事
業展開は難しいと考えられる。
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２）問屋を兼ねる製材工場は、問屋の機能をさらに付加させる
 上越木材興業と丸紅ランバーが該当する。前者は丸太挽きがメインの製材工場だが、後者は
完全原盤挽き製材工場である。両者とも問屋業を兼ねており、原木の販売を行っているが、そ
もそも問屋は中間業者としての業務であるため今後の淘汰の波は避けられない状態にある。そ
の中において、まず問屋としてのノウハウを蓄積しつつ、販売先との連携を強化することが挙
げられる。さらに、コンピュータを駆使してＣＡＤ技術を確立させて、少しでも付加価値を高
めようとすることが早急の課題であり、これが今後の展開にも繋がるものであることは間違い
ない。いち早く成功事例に成りうるための方策が望まれよう。
３）経営内容の多角化を図り、需給変化した場合にリスクを分散させる
 北洋材製材に始まり、プレカット事業や産業廃棄物処理、さらには欧州・ロシア・中国から
の完成品の直輸入を行っているカネ三は経営の多角化をすでに図っている状態にある。特に直
輸入は、将来への大きな布石といえる。多方面にわたる経営実態は、リスク分散機能が働いて
おり、新たな需要者の開拓という意味で経営展開を創出できえよう。
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注
１）アメリカ及びカナダから輸入される木材の総称。米マツ（ダグラスファー）、米ツガ（ウェスタンヘ
  ムロック）等。
２）フィリピン、インドネシア、マレーシア、パプアニューギニア、シンガポール、ソロモン諸島、ブル
  ネイの7カ国から輸入される木材の総称。ホワイトラワン、イエローメランチ等。
３）ロシア極東地域から日本に輸入される木材の総称。北洋カラマツ等。
４）輸入されるカラマツ丸太の上質材は合板向けにされるため、製材に向けられるのは概して低級材とな
っている。ちなみに、カラマツ丸太の購入価格は1４,000円／㎥、歩留まり50％とすると木代金は
28,000円／㎥になる。これに労賃、エネルギー代、機械関係経費、減価償却等を加えたトータルのコ
ストは33,000／㎥となるが、販売価格は32,000円／㎥であり、採算は取れていない。一方、アカマツ
丸太の購入価格は16,000円／㎥で、歩留まり50％とすると木代金は32,000円／㎥となる。これにカラ
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マツでみたその他経費5,000円／㎥程度を加えると37,000円／㎥となり、販売価格は38,000円／㎥なの
で利益が出る。他方、アカマツ製品の輸入製品価格は人工乾燥材で36,000円／㎥である。また、200４
年10月からは主力のアカマツ丸太の入荷が減少し、なおかつ販売価格が上がらないため二重苦の状況
に置かれている。
5）「住宅の品質確保の促進等に関する法律」の略称である。10年間の瑕疵保証制度や住宅性能表示制度、
  さらに紛争処理体制などが整備されたという内容で住宅供給者の責任が強まった。
6）木材含水率が25％以下のもの。別名ＫＤ製品。ただし、木材の含水率は水分重量／木材乾物重量で計
  算される。なお、未乾燥材はグリーン材という。
7）ＥＷ（エンジニアリング・ウッド：工学的に強度が保証された木材）が代表的。製材品を原料とした
  付加価値型の高次加工品のこと。
8）平成19年１月23日より、「カネサン株式会社」として事業開始している。これはナイス㈱100％出資子
  会社となっている。
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Influence of varying supply and demand structure of log 
from Russia in 2003
- Analysis of the interview survey to the sawmill
in Niigata prefecture -
Takuya Takahashi
（Technical engineering division, Faculty of Agriculture）
Sawmills in Japan have forced to reform their management, in consequence of decreasing log imports 
from other country in 1990s. This is especially derived from environmental issues such as the regulation 
of cutting forest, preserving regional resources and so on. But under these circumstances, in Japan, the 
amount of logs imported from Russia is relatively stable among other country. For, there are quite a few 
quantities of forest resources, and near to Japan. Especially Niigata prefecture is one of the largest 
importers in Japan. In fact, this prefecture has 158 sawmills, although they deal with a small portion of 
logs and lumbers respectively. But it’s important for regional supplier to meet consumer’s demand for 
lumbers. In recent years, lumbers from Russia are increasing (compared with logs). This thesis shows 
that sawmills in Niigata prefecture have to work out some countermeasures against varying supply and 
demand structure of log from Russia. According to the analysis of the interview survey to four sawmills, 
small-scale sawmill proved to be an inferior position in terms of the situation above. Whereas, large-scale 
sawmill is exploring new ways to manage. Therefore, they are always faced with the necessity to 
improve their management.
